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第１章 総則 

 

（この規則の目的） 

第１条 この規則は、特別嘱託Ｂの就業および労働条件について定めたもので

ある。 

２  この規則に定めのないものについては、労働基準法やその他の法令の

定めるところによる。 

 

（適用及び特別嘱託Ｂの定義） 

第２条 本規則は特別嘱託Ｂ（無期転換特別嘱託Ｂを含む）に適用する。 

 ２  この規則において特別嘱託Ｂ（以下特嘱Ｂ）とは、週又は月の所定労働 

間が通常の労働者に比べて短い者であって、期間を定めて特嘱Ｂとして

採用（雇用区分を変更された場合を含む）された者をいう。 

 ３ この規則において無期転換特別嘱託Ｂとは前項に定める特嘱Ｂが第４条 

の２第３項の規定による申出を行った者をいう。 

 

（規定の遵守義務） 

第３条 特嘱Ｂは、この規則ならびに業務上の指示命令をよく守り、職場の秩序

を維持するとともに誠実に職務に従事し併せて、当社の定める個人情

報保護方針や諸規定を守り、コンプライアンスを遵守しなければなら

ない。 

 

第２章 採用および労働契約 

 

（採用） 

第４条 採用に関する事項に関しては特別嘱託就業規則第２章第１節第６条を 

準用する。 

 

（契約期間） 

第４条の２ 特嘱Ｂの有期契約期間は１年以内とし、各人との労働契約書にお

いて具体的に定める。採用にあたっては、当初３ケ月は試用期間とする。 

 ２  前項の契約期間の満了後における更新の有無は顧客の評価、会社の経

営状況、契約期間満了時の業務量、本人の勤務態度、健康状態、能力及び

従事している業務の進捗状況等を勘案して、契約期間満了の都度 30日前

までに更新の可否を判断して更新する。 
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        尚、特嘱Ｂの雇用契約の更新上限年齢は、満 65歳に達した日の属する 

月の末日とする。ただし、会社が健康面・体力面・仕事量等を考慮し、 

対象者との面談をした上で、業務上必要と認めた者には、満 68歳に到 

達する日の属する月の末日までを上限として、会社の判断により雇用 

契約期間を延長することがある。 

ただし、会社が特別な事情があると判断し、特に必要と認めた場合には、 

68歳を超えて雇用契約期間を延長することがある。 

  ３ 平成 25 年 4 月 1 日以後に開始、又は更新した雇用の通算契約期間が 5

年を超える場合、その契約期間の初日から末日までの間に、無期転換へ

の申し込みをすることができる。ただし、無期雇用契約となる場合の労

働条件は、別段の定めのない限り、従前と同一内容とする。 

 ４  無期転換した特嘱Ｂの定年年齢は、満 65歳に達する日までに無期転換

した場合は満 65 歳に達した日の属する月の末日、満 65 歳に達した日

の属する月の翌月から満 68歳に達する日までに無期転換した場合は満

68歳に達した日の属する月の末日とする。 

 ５  第 3 項に関わらず、都道府県労働局長の認定を受けた場合は、定年に

達した後に引き続いて雇用される特嘱Ｂが、その事業主に定年後引き

続いて雇用される期間について、無期転換申込権は発生しない。 

 

（労働条件の明示及び異動等） 

第５条 会社は、特嘱Ｂの労働契約の締結に際しては、別紙の労働契約書及びこ

の規則の写しを交付して労働条件を明示するものとする。 

 ２  業務上やむを得ない事情又は特嘱Ｂの労務提供状況の変化などにより、

労働契約締結時に明示した範囲内で、異動（配置転換、転勤）又は主な

担当業務の変更を命ずることがある。特嘱Ｂは正当な理由が無い限り、

これを拒むことはできない。 

３  異動を行う場合は、労働条件の変更を行うことがある。 

 ４  業務の都合により、1項の労働契約締結の際に、労働者派遣の対象とな

る旨の明示を行っていない特嘱Ｂを、当該特嘱Ｂの同意を得たうえで、

労働者派遣の対象とすることがある。 

 

第３章 服務規律 

 

（服務） 

第６条 服務規律に関する事項は特別嘱託就業規則第３章を準用する。 
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第４章 勤務時間、休憩及び休日 

 

（勤務時間及び休憩） 

第７条 始業、終業時刻は労働契約書の中に定めるところによる。 

 ２  休憩時間は１日の実際の勤務時間が 8 時間を超えるとき 60 分とし、6

時間を超え、8時間以内のときは 45分とする。 

 ３  休憩は労働契約書の定めに従い、業務に支障ないように取得するもの

とする。 

 ４  前項の規定にかかわらず，業務上の都合、その他やむを得ない事情によ

り始業及び終業の時刻並びに休憩時間を繰り上げ、又は繰り下げるこ

とがある。 

 

（休日） 

第８条 休日は労働契約書の中で定めるところによる。但し、休日は週 1 回を

下回ることはない。 

 ２  前項の休日は業務の都合により、4週を通じ 4日を下回らない範囲で休

日を振替えることがある。 

 

（時間外・休日勤務） 

第９条 業務の都合上、真にやむを得ない事情がある場合は、勤務時間の延長や

休日に勤務を命ずることがある。 

 

第５章 休暇等 

 

（有給休暇） 

第１０条 特嘱Ｂが労働基準法で定められている有給休暇について、法律の要

件を満たした場合は、事前に届出をしてこれを利用することができ

る。ただし、事業の正常な運営を妨げると認められる場合は他の時季

に変更することがある。 

 ２   労使協定を締結することにより、特嘱Ｂの有する年次有給休暇（前年

度の残余の年次有給休暇含む）のうち、1年につき 5日を超える日数

について、事前に時季を指定して取得させることがある。 

 ３   年次有給休暇が 10日以上与えられた特嘱Ｂに対しては、付与日から

1年以内に、当該特嘱Ｂの有する年次有給休暇日数のうち 5日につい

て、会社が特嘱Ｂの意見を聴取し、その意見を尊重した上で、あらか

じめ時季を指定して取得させる。ただし、特嘱Ｂが年次有給休暇を取
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得した場合においては、その取得した日数分と前項により取得させ

た日数分を、会社があらかじめ時季を指定して取得させなければな

らない 5日から控除するものとする。 

 ４   年次有給休暇を取得した際には、所定労働時間勤務したものとし、通

常の賃金を支払う。 

 

（特別休暇） 

第１１条 特別休暇に関する事項は特別嘱託就業規則の第３１条を準用する。 

ただし、第３１条(3)、(4)、(6)は除く。 

 

 

第６章 給与 

 

（給与） 

第１２条 給与は、次のとおりとする。 

 １．基本給 

     原則、基本給は時間給とし、職務内容、技能、経験、職務遂行能力等

を考慮して各人別に労働契約において決定する。 

 ２．通勤手当 

     通勤実費を支給する。 

 ３．時間外勤務手当等 

   ① 所定労働時間を超え、法定労働時間に達するまでの勤務時間につい

ては基本給と同額を支給する。 

② 法定労働時間を超えた勤務時間については 25％（60 時間超は 50％）

の割増賃金を支給する。 

③ 午後 10 時から午前 5 時までの勤務時間については 25％の割増賃金

を支給する。 

 

（欠勤控除） 

第１３条 欠勤、遅刻、早退、私用外出などで勤務時間の全部または一部を 

     勤務しなかった場合は、その時間に対する賃金は支給しない。 

 

 

（給与の支払い） 

第１４条 給与は毎月末日を締切日として計算し、翌月中の労働契約書に定め

た日に支給する。 
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 ２   給与支給は本人の同意を得て、本人名義の銀行口座振込みで支給す

る。 

 

（昇給） 

第１５条 特嘱Ｂについては契約期間中の昇給は、原則として行わない。但し 

     業務内容の変更等特別の事情があるときは、この限りではない。 

 

 

第７章 退職及び解雇等 

 

（退職） 

第１６条 退職については特別嘱託就業規則第４１条を準用する。 

 

（解雇） 

第１７条 解雇については、特別嘱託就業規則第４２条を準用する。 

 

（雇止め） 

第１８条 労働契約に期間の定めがあり、労働契約書にその契約を更新する場

合がある旨をあらかじめ明示していた特嘱Ｂの労働契約を更新しな

い場合には、少なくとも契約が満了する日の 30日前までに予告する。 

 

 

第 8 章 懲戒 その他 

 

（懲戒） 

第１９条 会社は、業務上の秩序を保持するため、本規則その他会社が定めた規 

則、制限事項に抵触する特嘱Ｂに対して、その軽重に応じた懲戒を行 

う。  

２   懲戒の種類、懲戒事項等に関しては、特別嘱託就業規則第８章第２節 

を準用する。 

 

（正社員転換推進に関する措置） 

第２０条 特嘱Ｂの正社員への転換を図る措置として、正社員を募集する際、そ

の募集内容を事業所内で掲示する等の方法により、特嘱Ｂに対し、社

内で周知する。 

 ２  応募の条件については、各募集の際の募集要項による。 
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 ３  選考は外部からの応募と同様に、公正な選考を行う。 

 

（準用） 

第２１条  この規則に定めのない事項で特嘱Ｂは、特別嘱託就業規則第 5 章

（育児・介護休業等）、第 8章第１節（表彰）、第 9章第 1節安全、第

2 節第 57 条（健康診断）、第 58 条（就業の禁止）、第 59 条（応急処

置）、第 10章災害補償、及び第 11章福利厚生の規定をそれぞれ準用

する。ただし、その適用する範囲については、労働条件が特別嘱託と

異なることにより本条を適用せず労働契約書において定めた事項に

ついては、それらの事項を優先して取り扱う。 

 

附則 

 １ この規則は平成 14年 12月 20日より実施する。 

（１） 本規則は平成 29年 4月 1日より改正する。 

（２） 本規則は平成 30年 4月 1日より改正する。 

（３） 本規則は平成 31年 4月 1日より改正する。 

（４） 本規則は 2024年 8月 1日より改正する。 

（５） 本規則は 2025年 4月 1日より改正する。 


